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令和５年度 事務事業評価シート

事
業
の
概
要

事務事業名 私立高等学校等授業料助成事業 担当部 教育委員会

事業期間 平成１０年度 ～ 令和７年度以降 担当課 学校教育課

小牧市まちづくり推進計
画（R1年～R4年） 分野別計画編

基本
施策

13
展開
方向

2 担当係 学校教育係

目 3 大 9 中 2予算区分 一般会計 款 10 項 1

対象
（何･誰を対象

に）

市内在住で私立高等学校等に通う生徒の保護者

内容・手段
（目的達成のた
めにどのような
事業を実施した

か）

市内在住で私立高等学校等に通う生徒の保護者に対し、授業料の一部を補助
することにより、保護者の経済的負担の軽減につなげる。

【年間補助上限金額】
※令和元年度より下記区分のそれぞれに20,000円増額
所得区分に応じて、下記の補助額を交付している。
甲Ⅰ・甲Ⅱ：40,000円　乙Ⅰ：32,000円　乙Ⅱ：30,000円
※令和２年度より一律80,000円とした。
※国・県の私学助成制度にプラスする形での補助
※当該年度の課税所得額（課税標準額）に100分の6を乗じた額から、市民税の
調整控除額を控除した額が270,300円未満の世帯構成員（＝目安：年収約840万
円の世帯）を対象とした。

●直接経費（令和４年度）
　補助金　18,107千円
●直接経費（令和5年度）
　補助金　19,900千円

受益者負担 無

根拠法令
・個別計画

― 事業種別 一般事業

目的・成果
（何のために、ど
のような成果を
期待するか）

私立高等学校等の授業料負担に対する助成を実施することにより、保護者
の経済的負担を軽減する。

事
業
費

項目 R1 R2 R3 R4

国・県支出金

予算額 19,900 19,900 19,900 19,900

その他職員（時給×時間）

事業費合計（C＝A＋B） 18,414 17,468 20,326

R5

直
接
経
費

決
算
額

財
源

一般財源 16,917 15,971 18,829 18,107

計（A） 16,917 15,971 18,829 18,107

その他

19,900

対前年比 ― 94.4% 117.8% 96.1%

19,604

計（B） 1,497 1,497 1,497 1,497

人
件
費

正規職員（平均賃金） 1,497 1,497 1,497 1,497

正規職員 0.20 0.20 0.20 0.20

その他職員
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（４）事業の評価

千円 節 細節 細々節

展開方向における指標の推移 基本施策 13 展開方向 2

指標名 方向性 基準値 R2 R3 R4 R5

指
標

指標ほか R1 R2 R3 R4

活
動
指
標

申請者数 人
― ― ― ―

単
位
あ
た
り

事
業
費

受益者数（a） 人 548 336 424 413

R5

成
果
指
標

― 415 457 516

補助金受給者数 人
― ― ― ― ―

548 336 424 413

受益者あたり事業費
（＝C/a）

円 33,602 51,988 47,939 47,467

事
業
の
達
成
状
況
と
課
題

　制度については、広報･HPでの周知のみでなく、卒業生進学先私立高校等へ案
内書を送付しPRを行った。公私立高校間の保護者負担の格差軽減に貢献した。
今後も一定数の需要はあると考える。

　国・県の補助に対する上乗せ補助であり、私立高等学校等へ就学している対象
者の数や保護者の所得状況により、事業費が増減する。

　令和４年度は、申請フォーム入力での申請受付を開始した。申請者数が増加し
た。

　国や県の補助制度の見直しがないか注視し、市の助成制度の見直しを行う必
要があり、補助金受給者数や補助金額に影響する。

事
業
の
評
価

事業の方向性 維　持 事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの

今後の実
施内容

　国や県の補助制度にプラスする形での補助であるため、対象となる所得額や補
助金額のあり方、必要性を検討する必要がある。

事務事業評
価による額


